






















［施行2013. 9. 5］［法律第11858号、2013. 6. 4、一部改正］
第1章　総則









に設置・運営することができる。〈改正 2008. 2. 29、
2010. 1. 18、2013. 6. 4〉









2011. 8. 4、2013. 6. 4〉
［全文改正2007. 10. 17］［題名改正2013. 6. 4］［施行日：
2013. 12. 5］
第2章　子どもの家の設置〈改正 2011. 6. 7〉
第10条（子どもの家の種類）　子どもの家の種類は次の各


















7 . 民間子どもの家：第 1 号から第 6 号までの規定
にあたらない子どもの家［全文改正 2007. 10. 17］
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ない。〈改正 2008. 2. 29、2010. 1. 18、2011. 6. 7〉
③第 1 項による保育計画の内容、樹立時期および手続
きなどに必要な事項は大統領令で定める。［全文改正








しなければならない。〈改正2009. 3. 20、2011. 6. 7、























める。〈改正 2008. 2. 29、2010. 1. 18、2011. 8. 4〉［全











る。〈改正 2008. 2. 29、2010. 1. 18、2011. 6. 7〉［全文












































と第15条の3による。〈改正2008. 2. 29、2010. 1. 18、






1 . 保育定員 50 人未満の子どもの家
2 . 100 メートル以内に保健福祉部令で定める基準
を満たす遊び場が設置されている子どもの家
②第1項にもかかわらず特別自治道知事・市長・郡守・
区長は第 6 条第 1 項による地方保育政策委員会の審























もしくは委嘱する。この場合、全体委員の 2 分の 1
































部令で定める。〈改正 2008. 2. 29、2010. 1. 18、2011. 






その職務を代行する。〈改正 2011. 6. 7〉［全文改正
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〈改正2008. 2. 29、2010. 1. 18、2011. 6. 7、2011. 8. 4〉




1 . 第 16 条各号のどれか一つに該当する者
2 . 第 46 条もしくは第 47 条によって資格停止中で
ある者
3 . 第48条によって資格が取り消しされた後1年が








なければならない。〈改正 2008. 1. 17、2008. 2. 29、
2010. 1. 18、2011. 8. 4〉
1 . 「高等教育法」第 2 条による学校で保健福祉部令
に定める保育関連教科目と単位を履修して専門学
士学位以上を取得した者








③第 2 項による保育教師の等級は 1・2・3 級とし、等
級別資格基準は大統領令で定める。
④第 2 項第 2 号による教育訓練施設の指定および指定
取り消し、教育課程などに必要な事項は保健福祉部
令で定める。〈新設2011. 8. 4〉［全文改正2007. 10. 17］










ることができる。〈新設 2011. 6. 7〉
③削除〈2011. 8. 4〉
④削除〈2011. 8. 4〉




経費に直接あてることができる。〈新設 2011. 6. 7、
2011. 8. 4〉
⑥保育資格証交付等に必要な事項は保健福祉部令で定
める。〈改正 2008. 2. 29、2010. 1. 18、2011. 6. 7〉［全





正2011. 6. 7〉［全文改正2007. 10. 17］
第23条（子どもの家園長の補修教育）　①保健福祉部長官
は子どもの家園長の資質向上のための補修教育を実
施しなければならない。〈改正2008. 2. 29、2010. 1. 
18、2011. 6. 7、2011. 12. 31〉
②第 1 項による補修教育は事前職務教育と職務教育に




2010. 1. 18、2011. 8. 4〉［全文改正2007. 10. 17］［題目















































とができる。〈改正 2011. 6. 7〉
④第 2 項と第 3 項による子どもの家委託および委託取
り消しなどに必要な事項は保健福祉部令で定める。
〈改正2008. 2. 29、2010. 1. 18、2011. 6. 7、2011. 8. 4〉






























9 .  その他子どもの家運営に対する提案および建議
事項
⑤その他、子どもの家運営委員会の設置・運営に必要
な事項は保健福祉部令で定める。〈改正 2008. 2. 29、
2010. 1. 18、2011. 6. 7〉











2 .  子どもの家保育環境改善のためのコンサルティ
ング
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⑨第 1 項から第 8 項までにともなう両親モニター団の
構成・運営、教育、費用支援および職務遂行などに
必要な細部事項は保健福祉部令で定める。







〈改正2008. 12. 19、2011. 6. 7〉
②保健福祉部長官、市・道知事および市長・郡守・区
長は脆弱保育を活性化することに必要な各種施策を
樹立・施行しなければならない。〈改正 2008. 2. 29、
2010. 1. 18〉
③脆弱保育の種類と実施などに必要な事項は保健福祉
部令で定める。〈改正 2008. 2. 29、2010. 1. 18〉［全文












1 .   育児総合支援センター
2 .   子どもの家









1 .  一時保育サービス指定機関が支給された補助金
および費用を目的以外の用途に使った場合
2 .  一時保育サービス指定機関が偽りやその他の不
正な方法で補助金および費用を支給された場合





















2007. 10. 17、2008. 2. 29、2009. 10. 9、2010. 1. 18、
2011. 6. 7、2013. 8. 13〉
1 .  「国民基礎生活保障法」による受給者
2 . 「単親家族支援法」第5条による保護対象者の子
女
3 .  「国民基礎生活保障法」第 24 条による次上位階
層の子女






























ならない。〈新設 2013. 8. 13〉
⑤第 1 項による保育課程の具体的な内容は保健福祉部
令で定める。〈改正 2008. 2. 29、2010. 1. 18〉［全文改






2008. 2. 29、2010. 1. 18、2011. 6. 7〉［全文改正2007. 




















を取り消さなければならない。〈改正 2011. 8. 4〉




3 . 第 40 条第 2 号または第 3 号によって補助金の返









とができる。〈改正 2011. 8. 4〉
⑦第 1 項による子どもの家評価認証の実施および有效
期間などに必要な事項は保健福祉部令で定める。〈改
正 2011. 8. 4〉











で定める。〈改正 2008. 2. 29、2010. 1. 18〉

















に納付しなければならない。ただし、第 2 号と第 3
96
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号の共済料は子どもの家の園長が選択して納めるこ
とができる。〈新設 2011. 8. 4〉
1 .  嬰幼児の生命・身体に対する被害を償うための
共済料
2 .  保育教職員などの生命・身体に対する被害を償
うための共済料





















を適用しない。〈改正 2011. 8. 4〉
⑪子どもの家の園長が第 4 項第 3 号の共済料を納める
場合「社会福祉事業法」第34条の2による保険加入
義務を履行したこととみなす。〈新設 2011. 8. 4〉


































を求めることができる。〈改正2011. 6. 7、2011. 8. 4〉
④第 2 項によって協力の要請を受けた保健所・保健地
所および医療機関の長は適切な措置を取らなければ
ならない。〈改正 2011. 8. 4〉




2010. 1. 18、2011. 6. 7〉
























②第 1 項による幼児が第 26 条の 2 による一時保育サー
ビスを利用する場合にもその幼児に対しては第 1 項
にともなう養育に必要な費用を支援することができ
る。〈新設 2013. 6. 4〉
③第 1 項による費用支援の対象・基準などについて必
要な事項は大統領令で定める。〈改正 2013. 6. 4〉





2011. 6. 7、2011. 8. 4〉
②削除〈2011. 8. 4〉
③利用権の支給および利用手続きなどに関して必要な
事項は保健福祉部令で定める。〈改正 2010. 1. 18、
2011. 8. 4〉




















健福祉部令で定める。〈改正 2011. 8. 4〉

















































できる。〈改正2011. 6. 7、2011. 7. 14〉
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うに要請することができる。〈新設 2011. 6. 7〉










4 条の 2 第 1 項にもかかわらず知らせないことがあ
る。〈改正 2011. 6. 7〉
⑤第 1 項から第 3 項までの規定による金融情報等の提
供要請および提供は「情報通信網利用促進および情
報保護などに関する法律」第 2 条第 1 項第 1 号によ
る情報通信網を利用しなければならない。ただし、
情報通信網の損傷など不可避な場合にはそうではな
い。〈改正 2011. 6. 7〉




〈改正 2011. 6. 7〉
⑦第 1 項、第 2 項および第 4 項による金融情報等の提
供要請および提供などに関して必要な事項は大統領
令で定める。〈改正 2011. 6. 7〉








たは一部を補助する。〈改正2011. 6. 7、2011. 8. 4、








































4 . 削除〈2011. 8. 4〉
5 . 手違いまたは軽微な過失で補助金を交付された
場合として保健福祉部令が定める事由に該当する
















2010. 1. 18、2011. 6. 7〉
















ければならない。〈改正2008. 2. 29、2010. 1. 18、2011. 






2008. 2. 29、2010. 1. 18、2011. 6. 7〉













3 の 2 .  第 19 条第 2 項による保育教職員の任免に
関する事項を報告しないとか偽りで報告した場合
4 . 第24条第 1 項による子どもの家の運営基準に違
反した場合
4 の 2 .  第25条第1項ただし書きに違反して子ども
の家運営委員会を設置・運営しない場合
4 の 3 .  第29条の2による生活記録簿を作成・管理
しない場合
4 の 4 .  第32条第1項による疾病の治療と予防措置
をしない場合
4 の 5 . 第33条による均衡あって衛生的で安全な給
食をしない場合
5 .  第38条による保育料などを限度額を超過しても
らった場合
6 .  第42条による報告をしないとか偽りで報告した
場合または調査・検査を拒否するとか忌避した場
合
7 .  第43条第1項による申告をしなくて子どもの家
を廃止するとか、一定期間運営を中断するとか、
運営を再開した場合


















をしなければならない。〈新設 2011. 8. 4〉
④第 1 項による行政処分の詳細基準は保健福祉部令で
定める。〈改正 2008. 2. 29、2010. 1. 18、2011. 6. 7、
2011. 8. 4〉
　［全文改正 2007. 10. 17］
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4 .  偽りやその外の不正な方法で補助金を交付され
るとか補助金を流用した場合［全文改正 2007. 10. 








2 . 第 23 条の 2 による補修教育を連続して 3 回以上




り消すことができる。〈改正2008. 2. 29、2010. 1. 18、






3 . 「児童福祉法」第 17 条の禁止行為をして同法第
71 条第 1 項により処罰された場合
4 . 第22条の2による名義貸与禁止などの義務に違
反した場合





7 . 資格停止処分を 3 回以上受けた場合
8 . 第46条第4号に該当し禁錮以上の刑を宣告受け
た場合［全文改正 2007. 10. 17］



























































































歴と認める。〈改正 2012. 3. 21〉









〈改正2011. 12. 31、2013. 6. 4〉
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4 . 第30条第1項による子どもの家評価認証に関す
る業務







1 . 受託機関が第 2 項により支給された補助金を目
的以外の用途に使った場合
2 . 受託機関が偽りやその他の不正な方法で第 2 項
にともなう補助金を支給された場合
3 . その他に大統領令に定める理由がある場合












2010. 1. 18、2011. 6. 7〉






事項は保健福祉部令で定める。〈改正 2008. 2. 29、
2010. 1. 18、2011. 6. 7〉








ウォン以下の罰金に処する。〈改正 2008. 12. 19〉
③次の各号のどれか一に該当する者は 1 年以下の懲役
または500万ウォン以下の罰金に処する。〈改正2008. 





















8 . 削除〈2011. 6. 7〉















1 .  第26条第1項による脆弱保育を優先的に実施し
ない者
2 .  第28条第1項各号に該当する者を優先的に保育
しない者
3 .  第31条による健診または応急措置などを履行し
ない者
③第 1 項と第 2 項による過料は大統領令で定めるとこ
ろによって保健福祉部長官、市・道知事または市長・
郡守・区長が賦課・徴収する。〈改正2008. 2. 29、2010. 






　［全文改正 2007. 10. 17］
＊ なお、前稿解説部において「嬰幼児保育法」を「嬰幼児教
育法」と誤記した箇所があった。お詫びする。
